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Ａ．研究目的

AYA 世代は、小児期と成人期のはざまにあり、

がんの罹患が少なく、その種類は小児がんのよう

な希少がんから年齢的に希少分画である成人がん

まで多種多様であり、この時期のがん治療は適切

に開発されていない現状がある。また、AYA 世代

は、性的成熟期、ならびに、精神的社会的に自立・

自律する過程にあり、就学・就労・恋愛・結婚・

子育てなど人生の重要なイベントに直面するため、

特別な支援が必要である。さらに、AYA 世代のが

ん患者のニーズは多岐にわたるため、医療機関内

の支援体制のみでは十分と言えず、さまざまな支

援組織・機能との協働が必要であり、それら課題

ごとに国および地域において行政、職場、支援団

体と医療機関が有機的に連携するネットワークの

構築が望まれる。本研究では、そのネットワーク

の構築における実務的な課題を明らかにし、地域

及び全国の支援ネットワークの構築を加速させる

ことを目的とする。今年度は、昨年のアンケート

結果で行政の幅広い情報提供、連携の構築、経済

的支援が期待されていることから、全国自治体に

おける取り組みを調査した。

Ｂ．研究方法

全国47都道府県及び、20政令指定都市を対象に

ホームページ（HP）を閲覧して取り組みを確認し

た。費用助成については、記載のない都道府県の担

当部署すべてに、電話もしくはメールにて制度の有

無の確認を行った。調査は2020年8月～11月に行っ

た。

１．自治体における AYA 関連情報提供の実態把握 
「AYA」というキーワードの使用の有無、がん

患者向けのページの有無、がん患者のためのサ

ポートガイドブックの有無を調査した。

２．自治体における費用助成の実態把握

医療用補正具としてウィッグ、および、乳房補

正具の購入に係る費用助成制度の有無、在宅療

養費用に係る費用として訪問介護費用、福祉用

具の購入・レンタル費用の助成制度の有無、さ

らに、ワクチン再接種に係る費用助成制度の有

無を調査した。各都道府県 HP および、電話も

しくはメールで得た情報で費用助成制度がある

とされる市区町村について、各 HP で制度の有

無を確認し、確認できない市区町村の担当部署

すべてに、電話もしくはメールにて制度の有無

の確認を行った。

（倫理面への配慮）

本調査は、すべて公開情報を収集して集計する

こととした。

Ｃ．研究結果

１．都道府県と政令指定都市の HP における「AYA」

キーワード使用とがん患者への情報提供実施状

況

ホームページで「AYA」キーワードの使用が確

認できた自治体は、都道府県では 25/47（53.2％）、

政令指定都市では 6/20（30.0％）であった。「AYA」

キーワードを使用していない自治体では、若年者、

若年、小児若年、思春期・若年の表記が同義語と

して使用されていた。

HP 上にがん患者のための情報提供のページの

存在を確認できたのは、都道府県では47/47(100％)、
政令指定都市では 7/20（35.0％）であった。 
また、地域のがんに関する情報をまとめたサポ
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ートガイドブックが HP 上に確認できたのは、都

道府県では 40/47（85.1％）、政令指定都市では 1/20
（5.0％）であった。 
２．自治体の AYA 世代がん患者への費用助成制度

の状況 
都道府県による助成は、都道府県が助成金を支

出して窓口となる直接助成と、都道府県と市区町

村が助成金を支出して市区町村に窓口を置く間接

助成があるが、それら合計の都道府県数は、ウィ

ッグの購入費用助成が 13、乳房補正具購入補助助

成が 11、訪問介護費用助成が 7、福祉用具購入・

レンタル費用助成が 7、ワクチン再接種費用助成が

12 であった。（表１）。 
 

表１ AYA がん患者支援に係る助成体制 
助成項目 都道府県 市区町

村数 
1241 

直接助成 
（委託） 

間接

助成 
ウィッグの購入費

用助成 
8(1) 5 406 

23.3% 
乳房補正具購入補

助助成 
8(1) 3 363 

20.9% 
訪問介護費用助成 2(0) 5 176 

9.9% 
福祉用具購入・レ

ンタル費用助成 
2(1) 5 221 

12.7% 
ワクチン再接種費

用助成 
0 12 414 

23.8% 
 

中には、都道府県が看護協会などの団体に委託

して助成を行う自治体があった。間接助成にて助

成を行っている都道府県では、支援の広がりに都

道府県間でばらつきがみられた。上記に加え、市

区町村独自で助成を行っている自治体も見られた。

市区町村単位での助成制度が大半を占める中、佐

賀県のみ県が直接助成しており、どの市区町村に

居住していても同様の助成が受けられる体制にな

っていた。また、過去に直接助成を行っていた大

阪府も同様に、全ての市町村で制度が設けられて

いた。 
市区町村レベルでの助成制度の実施は、ウィッ

グ購入費用助成 406 市区町村（23.3％）、乳房補正

具購入費用助成 363 市区町村（20.9％）、訪問介

護費用助成 176 市区町村（9.9％）、福祉用具購

入・レンタル費用助成 221 市区町村（12.7％）、

ワクチン再接種費用助成 414 市区町村（23.8％）

で認められた。 
助成制度を実施している市区町村が 1 つでもあ

る都道府県数は、ウィッグ購入費用助成 26
（55.3％）、乳房補正具購入費用助成22（46.8％）、

訪問介護費用助成 12（23.5％）、福祉用具購入・

レンタル費用助成 14（30.0％）、ワクチン再接種

費用助成 41（87.2％）であった。 
助成額は 1 か月あたりの上限額を定められてお

り、全額～9 割であった。 
費用助成制度については、成人のがんに関する

情報一覧などには記載がないことが多かった。ま

た、制度を有している市区町村でも、HP 上に公開

していない自治体があった。その理由を電話で確

認したところ「毎年予算を確保しているわけでは

なく、利用者から相談があれば、その都度対応し

ている」「制度はあるが、利用者が多いわけではな

いので公表はしていない」との回答が得られた。 
 
Ｄ．考察 
１．がん患者への情報提供の実態について 
 都道府県 HP における「AYA」キーワードの使

用は、53% に留まっており、代替の用語が用いら

れているものの、AYA がんに対する認識は必ずし

も十分と言えない状況であり、一層の啓発が望ま

れる。がん患者への情報提供のページや冊子の公

開は、ほとんどの都道府県で実施されていたが、

政令指定都市では情報提供の資材のある都市が少

なく、改善が必要である。情報提供が行われてい

る自治体においても、市区町村別の助成事業を取

りまとめて情報提供している自治体は少なく、ま

た、ワクチン再接種費用助成など担当部署が異な

る情報が別ページに記載がある場合や HP 公開の

ない事業もあり、当事者が情報にアクセスしづら

い状況が確認されており、改善が望まれる。 
 
２．費用助成事業の実態について 
今回の調査で、各種費用助成事業の実施状況に

は、大きな地域差が認められた。 
ウィッグや乳房補正具の医療用補正具購入助成

は、いずれも成人のがん患者全体を支援の対象と

しているが、助成を実施している市区町村が 1 つ

でもある都道府県は約半数に留まっていた。しか

も助成額に購入費用の全額～3 割と金額にばらつ

きがみられたり、世帯の市民税額や過去の他の自

治体での購入歴により制限のある場合がみられる

など、制約が多い現状が認められた。 
40 歳未満を対象とする在宅療養費用助成事業に

おいては、実施率がさらに低く、助成制度のある

市区町村が1つでもある都道府県は全体の4分の1
以下であり、助成制度のある市町村数は全体の

10％程度に過ぎなかった。また、多くが 20 歳未満

を対象とするワクチン再接種費用助成事業につい

ても、佐賀県と大阪府のように全市区町村で助成

が受けられる体制が整えられている自治体がある

ものの、助成制度のある市区町村は全体の 4 分の 1
以下と少なく、その上、ほとんどの市区町村で年

齢制限（20 歳未満や 18 歳未満）を設けられてい

た。 
小児・AYA 世代を対象とする在宅療養費用助成
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事業やワクチン再接種費用助成事業を実施してい

る自治体の割合は低く、地域差が大きい。一方で、

AYA 世代がん患者への妊孕性温存治療費補助事業

については、これまで自治体独自の事業であった

が、2021 年 4 月より国の事業として、患者の費用

負担の軽減とともに、妊孕性温存療法の研究促進

が図られている。 
AYA 世代は、18 歳以上では小児期のような小児

慢性特定疾病医療費助成や子ども医療費助成がな

く、また、40 歳以上の末期がん患者が受けられる

介護保険によるサービスの経済的支援もない。が

ん患者は、がん治療費のみならず、治療費以外に

も医療用補正具、在宅医療関連費、ワクチン再接

種費用等の費用負担が大きいことから、経済的に

脆弱な AYA 世代に対して、全国すべての自治体に

おいて各種費用助成制度の整備が望まれる。 
 
Ｅ．結論 

希少で多様なアンメットニーズの多い AYA 世

代がん患者に対しては、行政による支援への期待

が大きい。まずは、AYA がんに対する認識の向上

と当事者目線での情報アクセスの改善が求められ

る。また、経済的に脆弱な AYA 世代に対して、全

国すべての自治体での各種費用助成制度の整備が

望まれる。 
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Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 
1. 特許取得 

  なし 
 
 2. 実用新案登録 
  なし 
 
 3.その他 
  なし 
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